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見直し課題１ 移住・定住の促進
県・市町の制度の活用等による本県への移
住者数

人
1,390
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組織 地域振興課 職 氏名 戒田　由香里
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事業の背景・目的

(1) いしかわ就職・定住総合サポートセンター（ILAC）の運営
(2) 移住に係る経済的負担の軽減
  ○　いしかわ移住パスポート（Ｉパス）の交付
(3) 情報発信の強化
　○　北陸３県等による合同移住イベントの開催
　○　首都圏等の子育て世帯を対象とした働きかけの強化
　○　ふるさと回帰支援センターにおけるブース出展等の情報発信
　○　移住ポータルサイトやパンフレット、移住専門誌等による情報発信
　○　家族・知人を通じたILAC紹介キャンペーンの実施
　○　いしかわ暮らし魅力発信事業の実施 （Ｒ２～）
　○　首都圏、関西圏等における移住イベントの開催
　○　いしかわＵＩターン大相談会の開催
　○　いしかわ移住応援特使による移住相談や現地案内等
(4) 移住体験機会の提供
　○　短期移住体験事業の実施
　○　市町が実施する移住体験ツアー開催への支援
　○　都市住民への地域活動体験プログラムの提供
　○　企業での就労や地域での交流・体験イベントへの参加機会等を提供する
　　　 いしかわトライアルステイサポート事業の実施
　○　地域おこし協力隊の活躍サポート
　○　地域活動ステイサポート事業の実施 （Ｒ２～）
　○　オンライン移住体験の実施
(5) 受入体制の整備
　○　郵便局長が行う移住サポーター活動の周知の支援
　○　市町が実施する空き家バンク登録物件の調査への支援
　○　地域で取り組む移住受入体制構築に対する専門家派遣等の支援
　○　移住・交流に関する情報共有、意見交換、研修会の開催等

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含
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10,400 0
10,400 0

385,848

評価 左記の評価の理由

473,011

　 人口減少時代を迎え、本県の社会減対策として移住・交流居住を推進するため、北陸新幹線の開業
により移動時間が大幅に短縮された首都圏や敦賀開業を控える関西圏を中心にいしかわ就職・定住総
合サポートセンター（ILAC）等と連携して、情報の発信や受入態勢の充実等に取り組む。
　今年度は、昨年度首都圏で開催し好評を得た、いしかわ就職・定住総合サポートセンター（ILAC）を
はじめ、市町や企業、福祉・子育てに関する支援機関などの移住に係る関係機関が一堂に会する相談
会を、首都圏に加え関西圏においても開催するほか、多くの移住者や地域の魅力を誇りに思っている
方から、文章や写真で口コミを集め、ホームページやSNS等で広く発信する取組や、本県の豊かな自然
や質の高い文化といった魅力を活かし、ゆかりの無い方にも、本県での滞在により、魅力を体感してもら
うことで、石川ファンを増やす、移住の裾野拡大を図る取組も実施する。
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人材確保・移住定住総合対策事業

事業開始年度 H22

　新型コロナウイルスの感染拡大の影響により、対面によるイベント
開催が困難な状況のなか、ウェブ会議システムを活用したオンライン
セミナー（27回281人）や大相談会（1回・554人）を開催したことで、多
くの移住希望者にアプローチができた。
　また、移住希望者に移住先の候補となる県内の地域をより知っても
らうため、移住希望者のニーズに合わせ、ウェブ会議システムを活用
した現地からのライブ中継により、地域の様子や地域住民の声をリア
ルタイムで伝えるオンライン移住体験（20組24人参加）も実施した。
　新型コロナウイルスの影響がある中においても、移住者数は目標
達成に向けて増加してきており、これらの取組の継続が、移住の促
進に寄与している。

　今後も必要な見直しを行いながら、引き続き、ILACや市町等と連
携しながら、情報発信や体験機会の提供、受入体制の整備に取り
組むとともに、移住希望者のニーズに応じた支援メニューを充実さ
せる。
　特に、全国から気軽に参加でき、人と人との接触機会も回避できる
メリットを活かして移住セミナーをオンラインで実施するとともに、移
住体験機会を70件から140件に倍増させ、更なる移住促進に取り組
む。

主任企画員　坂田　健
地域振興課
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